
   

令和７年３月２４日 

 

市営住宅に係る連帯保証人の廃止について 

 

１ 趣旨 

近年身寄りのない単身高齢者等が増加していることから、住宅に困窮する低額所

得者に住宅を提供するといった公営住宅の目的を踏まえ、連帯保証人の確保が困

難であることを理由に入居できないといった事態が生じないようにするため、令和７

年度から、これまで市営住宅の入居手続きの際に必要としていた連帯保証人を不

要とします。なお、緊急時の対応などの役割を担っていただく緊急連絡人は、これま

でどおり必要となります。 

 

２ 開始時期 

令和７年４月１日以降の入居手続きから実施します。 

 

３ 既存入居者の連帯保証人 

令和６年度中に既に入居されている方の連帯保証人は、原則として継続となりま

す。連帯保証人がお亡くなりになった場合などは新たに連帯保証人を届け出ていた

だく必要はありませんが、緊急連絡人を定めていない場合は、新たに緊急連絡人を

定めていただく必要があります。 

 

４ 対象住宅 

公営住宅及び改良住宅 

※特定公共賃貸住宅、定住住宅、定住促進住宅はこれまでどおり連帯保証人が 

必要です。 
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